
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

目

次

令和年月日 木曜日 第号官 報

〔
省

令
〕

〇
株
式
会
社
国
際
協
力
銀
行
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
財
務
五
二
）

〇
医
師
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
厚
生
労
働
一
一
五
）

〔
告

示
〕

〇
天
皇
皇
后
両
陛
下
は
特
別
国
民
体
育
大
会

に
御
臨
場
に
な
る
件
（
宮
内
庁
九
）

〇
天
皇
皇
后
両
陛
下
は
い
し
か
わ
百
万
石
文

化
祭
二
〇
二
三
（
第
三
十
八
回
国
民
文
化

祭
及
び
第
二
十
三
回
全
国
障
害
者
芸
術
・

文
化
祭
）
に
御
臨
場
に
な
る
件（
同
一
〇
）

〇
電
波
法
第
百
三
条
の
二
第
二
項
及
び
別
表

第
八
備
考
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
が
指

定
す
る
周
波
数
を
定
め
る
件

（
総
務
三
二
二
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
二
三
八
）

〇
ト
ル
コ
共
和
国
に
お
け
る
地
震
災
害
廃
棄

物
の
環
境
上
適
正
な
管
理
及
び
有
害
廃
棄

物
の
安
全
な
処
理
計
画
の
た
め
の
贈
与
に

関
す
る
日
本
国
政
府
と
国
際
連
合
開
発
計

画
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
三
五
三
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁有

権
者
申
出
方
、
建
築
士
懲
戒
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

再
生
、
所
有
者
不
明
関
係

会
社
そ
の
他

〇
コ
ロ
ン
ビ
ア
共
和
国
政
府
に
対
す
る
贈
与

に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
コ
ロ
ン
ビ
ア
共

和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す

る
件
（
同
三
五
四
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
特
別
評
価
方
法
認
定
を

し
た
件
（
国
土
交
通
九
六
四
）

〇
通
訳
案
内
士
法
の
規
定
に
基
づ
く
業
務
廃

止
の
件
（
観
光
庁
二
五
）

〇
通
訳
案
内
士
法
の
規
定
に
基
づ
く
登
録
研

修
機
関
の
登
録
を
し
た
件
（
同
二
六
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
六
六
、
六
七
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
九
五
〜
九
七
）

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

復
興
庁

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

特
定
保
安
林
の
指
定
の
解
除
に
つ
い
て

（
農
林
水
産
省
）

特
定
保
安
林
の
指
定
に
つ
い
て
（
同
）

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）
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